
2009 年人事・労務に関するトップ・マネジメント調査結果 

 

2009 年９月 25 日 

（社）日本経済団体連合会 

 
Ⅰ．調査の概要 

調査目的：春季労使交渉・協議の結果や、賃金制度等に関するトップ・マネジ

メントの意見を取りまとめ、今後の政策立案の際の資料として活用

することを目的とし、1969 年から毎年実施しているもの 

調査対象：日本経団連会員企業および東京経営者協会会員企業（計 2,025 社）

の労務担当役員以上のトップ・マネジメント 

回答状況：調査対象企業 2,025 社のうち、有効回答社数 497 社（回収率 24.5％） 

産業別：製造業 253 社（50.9％）、非製造業 244 社（49.1％） 

規模別：従業員 500 人以上の企業 377 社（75.9％）、500 人未満の企

業 120 社（24.1％） 

調査時期：2009 年６月 1 日～７月 10 日 

 
Ⅱ．調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～調査結果のポイント～ 

 

１．2008 年９月以降、雇用の維持・安定に関する労使交渉を実施した企業は、

56.2％【図表１】（P２） 

・業種別では、製造業の 72.2％、非製造業の 38.9％が雇用の維持・安定に関す

る労使交渉を行なった。 

 

２．労使交渉の有無にかかわらず、雇用の安定に向けた取組みを行なった企業

は、81.7％（複数回答）【図表２】（P２） 

・業種別にみると、製造業の 89.3％、非製造業の 73.8％が雇用の安定に向けた

取組みを行なった。 

・具体的な取組みとしては、「時間外労働の削減・抑制」（61.0％）が最も多く、

「役員報酬の減額」（54.1％）、「管理職賃金・賞与の減額」（48.3％）、雇用調

整助成金の申請をした企業は 30.6％となっている【図表３】（P３）。 
 

３．ワーク・ライフ・バランスを実現するために、実施中、もしくは実施を検討している施

策として「育児あるいは介護のための短時間勤務制度」を挙げた企業は、83.7％（複数

回答）【図表 20】（P12） 

・ワーク・ライフ・バランスを実現するために、実施中、もしくは実施を検討

している施策としては、「育児あるいは介護のための短時間勤務制度」が

83.7％、「育児介護休業制度の充実」が 71.9％と育児介護休業制度に関する

ものが最も多く、次いで「ノー残業デーの設定」（69.2％）、「所定外労働時間

の削減」（66.0％）と従業員の勤務時間管理に関する施策が続いている。 
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１．雇用の安定に向けた取組み等について 

 

図表１．2008 年９月以降における、雇用の維持・安定に関する労使交渉の有無 

労使で議論

しなかった

（43.8） 労使で議論した

（56.2）

単位：％

＜業種別＞

製造業 :72.2％

非製造業:38.9％

 
 

 

図表２．金融危機以降、労使交渉の有無にかかわらず、 

雇用の安定に向けた施策を実施した企業割合 

単位：％

＜業種別＞

製造業 :89.3％

非製造業:73.8％

何らかの雇用の安定に向けた

取組みを実施した（81.7％）

実施しなかった

（18.3％）
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図表３．金融危機以降、労使交渉の有無にかかわらず、雇用の安定に向けて 

実施した措置（複数回答） 

4.1 

0.4 

1.6 

1.2 

2.9 

18.4 

4.5 

16.8 

7.0 

29.5 

33.6 

38.1 

47.5 

2.8 

3.6 

4.0 

11.5 

34.4 

28.1 

50.6 

39.1 

53.4 

48.2 

62.5 

69.6 

73.9 

3.4 

2.0 

2.8 

6.4 

18.9 

23.3 

28.0 

28.2 

30.6 

39.0 

48.3 

54.1 

61.0 

0 20 40 60 80 

その他

無給の休日の設定

所定労働時間の短縮

副業の容認

不稼動時間を活用した教育訓練の実施

年次有給休暇の取得促進

一時休業の実施

配置転換、応援出向、転籍

雇用調整助成金の申請

一般社員の賃金・賞与の減額

管理職賃金・賞与の減額

役員報酬の減額

時間外労働の削減・抑制

全産業

製造業

非製造業

（％）（％）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・昇給・昇進の凍結 

・定年後の再雇用制度の見直し 
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図表４．雇用の安定に向け、従業員等の理解を得るために実施した取組み（複数回答） 

 

2.2 

12.1 

48.0 

66.0 

75.1 

0 20 40 60 80 

管理職と従業員の間での個別面談の実施

労働組合に対する説明や情報提供の実施

職場単位での説明会の実施や、事業部の長など組織を

取りまとめる立場の管理職による説明会などの実施

その他

自社を取り巻く現状、雇用の安定に向けた取組みを実施

する目的、今後の方向性について経営トップからの発信

（％）
 

 

 

２．賃金制度の現状、今次労使交渉の結果等について 

 

図表５．定期昇給やそれに準じる制度の導入状況 

3.5 

7.1 

10.6 

38.1 

40.6 

0 10 20 30 40 50 

結果として多くの従業員が毎年昇給する制度を導入しているが、

仕事・役割・貢献度や評価結果によっては、降給する場合がある

仕事・役割・貢献度や評価結果に応じて、結果として多くの

従業員（組合員）が、毎年一定額昇給する制度を導入している

年齢給の上昇分のように、仕事・役割・貢献度や評価結果に

かかわらず、結果として毎年一定額昇給する制度を導入している

定期昇給やそれに準じる制度を導入していないが、毎年の

労使交渉の結果等によっては、実質的に従業員の賃金が対前年

比でみて上昇する場合がある

その他

（％）
 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・労使委員会での説明 

・各事業部への文書通達の発出 

☆その他の主な回答 

・非管理職のみ毎年一定額昇給する

制度を導入 
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図表６．今後の望ましい定期昇給のあり方 

3.3 

1.2 

1.2 

41.6 

52.8 

0 10 20 30 40 50 60 

その他

定期昇給の要素を含んだ賃金項目はなくす

年功的要素を重視し、賃金カーブの維持を目指す

現在導入している制度を今後も維持する

年功的要素よりも仕事・役割・貢献度に基軸をおく

（％）
 

 

注：図表５において「定期昇給やそれに準じる制度を導入していないが、毎年の労使交渉の結果

等によっては、実質的に従業員の賃金が対前年でみて上昇する場合がある」以外の回答を選

択した企業について集計 

 

 

 

図表７．今後の賞与・一時金支給のあり方 

2.8 

9.7 

33.3 

54.1 

0 20 40 60 

基本的には需給の短期的変動などによる一時的な業績変

動を反映させるが、支給額の大幅な変動は従業員の負担

になること等を鑑み、制度上（もしくは運用上）、ある
程度上下限の範囲を想定しておく

基本的には需給の短期的変動などによる一時的な業績変

動を反映させるが、前年の業績、次年度の業績見込みな

ども踏まえ、総合的に勘案して決める

需給の短期的変動などによる一時的な業績変動を、スト

レートに反映させる

その他

（％）
 

 

 

☆その他の主な回答 

・職責に応じて、年功的要素と仕事・役割・

貢献度のバランスを見直したい 

☆その他の主な回答 

・上限なし、下限ありの業績連動賞与と

する 

・前年度の連結経常利益を指標とする業

績連動型賞与制度で水準を決定する 
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図表８．今次労使交渉の結果、賃上げ（基本給以外）、賞与・一時金以外の項目 

について取られた措置（複数回答）     

5.4 

1.2 

11.1 

17.0 

1.4 

11.6 

31.4 

26.7 

20.0 

13.3 

1.2 

3.0 

8.5 

9.1 

10.1 

13.1 

21.5 

23.5 

24.5 

0 5 10 15 20 25 30 35 

その他

専門業務型裁量労働制

または企画業務型裁量労働制の導入

変形労働時間制

またはフレックスタイム制の導入

退職一時金・年金制度の見直し

人材育成施策の拡充

法定外福利厚生の見直し

総実労働時間の短縮

ワーク・ライフ・バランスに関連する施策の拡充

諸手当の見直し

裁判員制度に関連する諸措置

2009年

2008年

（％）
 

       

       注：１）「変形労働時間制またはフレックスタイム制の導入」については、今年度新たに 

追加した選択肢 

２）「法定外福利厚生の見直し」については、2009 年度は削減もしくは拡充をした企 

業割合、2008 年度は削減のみ実施した企業割合を表示 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・時間外割増率の改定 

 ・人事制度、評価制度の見直し 
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３．人材育成施策等について 

 

図表９．効果的な人材育成を行なうため実施している取組み（複数回答） 

67.4 

62.0 

31.2 

17.3 

8.9 

0 20 40 60 80

人材育成を実施する目的や意義、自社の経営戦略に必要と

される人材像について、経営トップによる発信を行なって

いる

新入社員、若年層、中堅層など、特に人材育成に注力した

いと考えている従業員に特化した人事部等による面談を定

期的に実施し、動機付けを行なっている

高い業績を安定的にあげている従業員の日々の行動特性な

どを他の従業員に例示することで、各人がそれを参考と

し、主体的に行動できるよう促している

その他

従業員のモチベーションの維持・向上を図る観点から、

個々人の成果や貢献などを称える表彰制度を設けている

（％）

 
図表 10．能力開発や人材育成上の課題（複数回答） 

73.0 

66.4 

29.8 

16.9 

8.9 

3.0 

2.0 

4.2 

0 20 40 60 80

業務の繁忙による時間的な制約

教育・研修コスト等の金銭面での制約

人材育成を評価する人事・賃金制度の未整備

教育・研修施設が不足する等のインフラ面の未整備

技術革新や業務変更が多いため、

人材育成の効果が限定的

人材の定着度が低いことによる、

人材育成への意識が希薄な企業風土

その他

管理職の部下に対する指導力不足、意識不足

（％）

 

 

☆その他の主な回答 

・経営層を含めたリーダーの早期育成のため

の選抜研修を階層別に実施 

・従業員自ら手をあげ挑戦できる研修の実施 

☆その他の主な回答 

・中途採用者に対する教育訓練が進んでいない 

・グローバル人材の育成が思うように進んでい

ない 
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図表 11．管理職に一番不足していると感じる能力 

46.0 

32.9 

18.2 

2.0 

0.9 

0 10 20 30 40 50

厳しい競争環境下において、主体的に考え、行動する

ことができる実行力、リーダーシップ

自社の経営戦略や方針をかみくだいて部下に伝えたり、

部下の要望・意見に耳を傾け上司に進言したりするなど

の発信力、組織調整力

他組織や部下と連携を図り、職場の一体感の醸成が図れ

るコミュニケーション力

プレイングマネージャーとして自ら生産性向上を目指す

能力

その他

（％）  
 

 

 

 

図表 12．管理職が部下のマネジメントを適切に行なえるように 

するための取組み（複数回答） 

70.4 

64.4 

38.6 

18.5 

12.5 

9.7 

1.6 

0 20 40 60 80

部下の指導・育成が管理職の考課基準に含まれている

管理職に対し、定期的なマネジメント研修を実施している

社内における管理職の位置付けや存在価値を経営トップから

管理職に対して発信している

管理職に対する多面観察を実施し、部下の認識を当該管理職

にフィードバックしている

管理職手当の増額など、金銭的配慮を行なっている

管理職業務のシステム化など、管理職の負担軽減に対する

時間的配慮を行なっている

その他

（％）
 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・既存の仕組みやプロセスを疑い、様々な仮

説やシナリオを考え合わせながら見直し

ていく革新性 

☆その他の主な回答 

・コーチング研修の実施 

・新任管理職研修の拡充 
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図表 13．メンター制度（経験豊富な従業員が相談相手となり、対象となる 

従業員個人の主体的な能力開発等を支援する制度）の導入状況 

単位：％

導入している（31.9）

導入していない（68.1）

 
図表 14．技能伝承のために実施している取組み（複数回答） 

73.0 

30.6 

24.7 

18.3 

13.9 

8.5 

0 20 40 60 80

退職者の再雇用を行ない、指導者として活用している

伝承すべき技能等を文書化、マニュアル化している

新卒採用を増やし、技能伝承に必要となる人材の確保

に努めている

中途採用を増やし、技能伝承に必要となる人材の確保

に努めている

特別な教育訓練を若年・中堅層を対象に実施している

その他

（％）
 

 

４．女性管理職の現状について 

 

図表 15．女性管理職の有無 

役員までいる（9.1）

部長職相当までいる（27.4）

課長職相当までいる（44.8）

係長職相当までいる（11.6）

係長職相当以上はいない（7.1）

単位：％

 

☆その他の主な回答 

・技能伝承を担う職責の設定 

・優れた技術者を認定する社内制度の推進 
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図表 16．５年前と比較した女性管理職の増減 

増加した（74.9）

変わらない

（24.3）

減少した（0.8）

単位：％

 

      注：図表 15 において課長職相当以上の女性従業員がいる企業について集計 

 

 

 

 

５．将来の成長に向けた取組みについて 

 

図表 17．将来の成長に向けて進めている措置（複数回答） 

85.1 

64.8 

55.3 

42.5 

38.4 

38.0 

33.2 

29.2 

26.4 

2.2 

0 20 40 60 80 100
（％）

従業員の育成・確保等による人材力強化

労働時間管理、メンタルヘルス、ワーク・ライフ・

バランス等の人事管理の見直し

不祥事防止等のリスク管理体制の見直し・強化

企業及び企業グループの組織改編

専門職人材の育成・確保等による人材力強化

環境・省エネ分野等、成長が見込まれる他分野への

研究開発・投資

既存事業を補完・強化する研究開発・投資

新興国市場への進出等、マーケット拡大による業容拡大策

Ｍ＆Ａ等の推進による企業及び企業グループ力の強化

その他

 
 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・働き方（仕事の進め方）の変革による企業

体質強化 

・運営受託等による業容拡大 
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図表 18．グループ企業間で実施している取組み（複数回答） 

69.8 

57.5 

34.4 

19.1 

1.8 

0 20 40 60 80

グループ企業間の出向、転籍、社内公募などによる人材交流

グループ企業理念、ビジョンの策定及びその徹底

グループ企業共通の人材育成の実施

グループ企業共通の人事制度の導入

その他

（％）

 

 

 
 
 

６．ワーク・ライフ・バランス施策について 

 

図表 19．ワーク・ライフ・バランスと経営戦略 

ワーク・ライフ・バランスを

経営戦略の一環として推進し

ている（73.7）
推進していない（26.3）

単位：％

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・グループ企業の統合 

・グループ企業間の情報共有 
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図表 20．ワーク・ライフ・バランスを実現するために、現在実施中、 

および新たに導入を検討している施策（複数回答） 

 

2.0 

1.6 

4.8 

8.5 

9.5 

16.7 

15.9 

21.9 

32.2 

22.7 

33.4 

36.8 

35.0 

36.8 

50.7 

53.9 

57.5 

51.7

59.2

63.8

59.2

76.9

0.6 

1.0 

4.0 

1.6 

9.7 
3.2 

5.0 

10.1 
4.0 

13.7 
3.2 

3.0 

5.2 

5.2 
1.8 

3.2 

3.8 

11.7

6.8

5.4

12.7

6.8

0 20 40 60 80 100 

（63.4）

（％）

育児あるいは介護のための短時間勤務制度

育児介護休業制度の充実

ノー残業デーの設定

所定外労働時間の削減

仕事の進め方の見直し・効率化の推進

育児あるいは介護のための所定外労働時間の免除

フレックスタイム制度

年次有給休暇の積立制度

計画的年次有給休暇制度

従業員の家庭の事情等を考慮した配置転換の運用等

変形労働時間制度

始業・終業時刻の繰り上げ・繰り下げ

復帰支援・能力開発支援の充実

年次有給休暇の連続取得制度

裁量労働制

託児費用の援助

年次有給休暇の完全消化の奨励

テレワーク

専門部署等（WLB推進室等）の設置

託児所の拡充

制度は設けずに、柔軟に現場で対応

その他

現在実施中 新たに導入を検討

（83.7）

（71.9）

（69.2）

（66.0）

（61.3）

（57.1）

（52.5）

（42.0）

（40.2）

（39.8）

（36.6）

（36.4）

（36.2）

（32.0）

（20.9）

（19.9）

（19.2）

（10.1）

（8.8）

（2.6）

（2.6）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

☆その他の主な回答 

・子育てのために離職した者の再雇用制度 

・年次有給休暇の半日取得制度 

・自己啓発・地域貢献に専念することを目的

とした休職制度 
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図表 21.ワーク・ライフ・バランスに関する諸施策が社内で広く導入・活用 

されていく上での阻害要因（複数回答） 

1.8 

5.5 

17.1 

20.2 

23.7 

31.4 

47.6 

71.8 

1.0 

5.4 

16.9 

21.3 

26.0 

29.0 

47.1 

68.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

その他

特に大きな阻害要因はない

人事考課の難しさ

コストアップ

円滑な職場内コミュニケーションの難しさ

働き方に関する様々な社会通念

要員管理の難しさ

一人ひとりの意識改革の難しさ

2009年

2008年

（％）

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆その他の主な回答 

・増大する業務の平準化が困難 

・管理者の意識改革が不足 
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